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農環研ニュース

科学的根拠

理事　宮下 清貴

学の時代と言われる現代は、あらゆることに

「科学的根拠」が求められる。国際的な取り決

めから消費等の個人の行動に至るまで、決定には科

学的根拠が大きな役割を演じ、納得のために科学的

説明がなされる。

　7月に開催された洞爺湖サミットにおける最大の

焦点は、地球温暖化の防止であった。サミット（G8） 

の共同声明では、2050年までに世界全体の温室効

果ガス排出量を少なくとも半減する長期目標を共有

することが確認された。この共同声明に対する評価

は色々あろうが、ここに至るまでの世界の動きの科

学的根拠となったのが、IPCC（気候変動に関する政

府間パネル）が昨年発行した第4次評価報告書であ

る。IPCCは、参加各国の政府と世界の科学者から

構成される政府間機構であり、IPCCが提供するレ

ポートは、世界の科学コミュニティーの気候変動の

原因に関する最新の見解・評価とされる。2007年

のノーベル平和賞がゴア元副大統領とともにIPCC 

に対して贈られたのは、世界の数千人の科学者が連

携して取り組んだ成果である評価報告書の、気候変

動に関する科学的根拠としての意義が世界に評価さ

れたものであり、科学の歴史の中でも大変意義深い

と言えよう。なお、当研究所の3名の研究者（現お

よび元）に対し、IPCCよりノーベル賞受賞貢献に

対する感謝状が贈られている。

　気候変動は現代の科学が対象とする中でも最も複

雑な系であり、正確な将来予測は困難である。この

ため、各国の利害関係も絡み、科学的根拠の不確か

さがしばしばやり玉に挙げられてきた。第4次評価

報告書では、気候システムの温暖化が起こっている

ことは間違いないとした上で、人類の温室効果ガス

排出が20世紀半ば以降の世界平均気温の上昇をも

たらした可能性は非常に高いと結論している。しか

し、後者の温暖化の原因に関しては、モデルの不確

かさが残っていることを強硬に主張した国があり、

その結果、現在の方法論の不確実性について脚注に

記載されている。そうした一部の反対を乗り越えて

多くの国で対策に向けた動きが活発化しているのは、

たとえ科学的根拠が完全ではない段階でも、温暖化

により予想される破滅的な結果を回避するための対

策を講じるべきとする、「予防原則」の考え方が広ま

りつつあるためと言えよう。

　気候変動に限らず、多くの施策の決定に科学的根

拠が登場する。科学的根拠というと、DNA鑑定のよ

うに即座に明確な回答が期待されるが、複雑な問題

ではそうはいかない。かつての特定の汚染源による

公害問題でも、因果関係の確定までにはかなりの時

間を要し、その間様々な原因説が出された。BSEで

はヒトへの感染の可能性を英国政府が認めたのは発

見から10年後であったし、20年以上経過した今で

も病気の詳しいメカニズムはわかっていない。そし

て、現代の環境問題を見ると、かつての点源汚染に

比べ、面源汚染による水質問題は解析も対策も複雑

となっているし、特定の生物に対する毒性が問題と

された環境中の化学物質は、低濃度レベルでの生物

多様性、生態系に対する影響が問われている。また

生物多様性の考え方やいわゆる組み換え体の安全性

に関しては、社会の状況や価値観に大きく依存する

など、自然科学に留まらない。

　こうした問題を扱うためには、従来の要素還元的、

分析的なアプローチだけでは限界があり、より広い

視点からの総合的・統合的なアプローチが必要となっ

てきている。一方、不確かな部分が多い間は、都合

の良いデータだけを扱えばある意味どのような結論

（推論）でも引き出せることから、より厳密な科学、

研究者の科学に対する厳しい姿勢が求められる。中

立性、客観性が、科学的根拠の生命線である。

　農業環境技術研究所は、農業環境政策への貢献を

ミッションとしている。食料と環境をめぐる世界の

情勢が緊迫の度合いを深める今、科学に対する期待

はさらに大きく、科学的根拠の有効性が問われてい

る。

科
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低濃度エタノールを用いた新規土壌消毒法の開発

有機化学物質研究領域　　小原 裕三

はじめに

我が国では、農耕地における連作に伴って発生す

る土壌病害虫を防除するため、農薬による土壌消毒

を初めとする様々な防除技術を駆使して、集約的生

産体系を維持してきました。しかし、これらの技術

を用いた場合においても、期待した効果は必ずしも

得られておらず、土壌消毒に関する農薬はヒトや環

境への潜在的な危険性が大きいことが懸念されてい

ます。このような状況下、ヒトへの影響や環境負荷

のより小さな新規土壌消毒技術の開発が求められて

います。

新規土壌消毒用薬剤のスクリーニング

新規土壌消毒用薬剤として多くの物質のスクリー

ニングを行いました。病原菌が対象ではありません

が、各種有機溶媒処理による土壌中のバクテリア数

および活性への影響に関しては、すでに1909年に

Russellらにより報告されており、エタノールは有

機溶媒の中でも硝化と生物活性への影響が小さいも

のとして報告されていました。我々の実験結果でも、

エタノールは土壌消毒効果が小さく、土壌中での拡

散性も小さいため、必ずしも有望な土壌消毒用薬剤

ではありませんでした。しかし、ヒトへの毒性に関

する情報の豊富さ（低い毒性）や、環境中で容易に

分解され消失する（環境残留性が小さい）こと等、

エタノールは多くの利点を有しているため、処理方

法の改良によって土壌消毒効果の改善が可能か検討

を行いました。

処理方法の改良による土壌消毒効果の改善

当初、土壌消毒効果を評価するために、風乾土を

用いて候補薬剤を直接処理する方法で実験を行って

いましたが、十分な土壌消毒効果は得られませんで

した。このため処理方法の改良の検討を行った結果、

エタノールを水で最大でも２％程度、もしくはそれ

以下に希釈した（この濃度は消毒用途では考えられ

ない濃度ですが）溶液を灌水装置により消毒を目的

とする深さまで土壌を湿潤状態にする方法を開発し

ました（写真1）。その後、農業用ポリエチレンフィ

ルム（農ポリ）で土壌表面を1週間以上覆う（写真2）

という簡便な方法で、十分に効果が得られることが

分かりました。また、エタノールは容易に水中で均

一化し、プラスチック等の資材の劣化の影響もない

ため、あらかじめ散水チューブを土壌表面に設置し

て、農ポリで被覆した後、液肥混入器を用いて処理

するなど、手順の変更は容易です。農ポリで被覆す

る目的は、空気（酸素）を遮断するためと、エタノー

ルと水の蒸発を防ぐためです。また、土壌を十分に

写真１　エタノール水溶液を湛水状態になるまで灌水処理 写真２　土壌表面を農業用ポリエチレンフィルム等で被覆する

低濃度アルコールを用いた土壌消毒の手順
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低濃度エタノールを用いた新規土壌消毒法の開発

低濃度エタノールで湿潤状態にするための処理量を

把握する必要があります。

本土壌消毒方法で用いる最大でも2％程度の低濃

度エタノール水溶液では、エタノールによる直接的

な殺菌・殺虫効果は期待できません。しかし、低濃

度のエタノールを畑土壌に処理した場合、細菌、糸

状菌、線虫、土壌害虫、雑草に至る広い範囲の土壌

病害虫・雑草に、十分な防除効果が得られています

（表）。

本技術が、土壌病害虫等の防除に有効な理由につ

いては、今後、詳細な検討が必要ですが、土壌中の

環境が酸化（好気的）状態から還元（嫌気的）状態

に変化すること、有機酸濃度が増加することなどが

主な要因として考えられます。

どんなエタノールを用いるの？

用いるエタノールは、原料アルコール（濃度約

95%、50 〜 60円／ L）、もしくは、原料アルコー

ルの蒸留精製過程で生じる安価な副産物（副生アル

コール、濃度約90%）の使用を考えています。例

えば、原料アルコールを用いて1%エタノールを

100 L ／ m2で処理した場合、エタノールの費用は

60,000円／ 10 aです。副生アルコールは、まだ一

般には入手できませんが、今後有効に利用すること

ができれば、さらに経費の削減は可能で、他の土壌

消毒技術と比較しても、経済的にも十分に利点が生

じます。エタノールの処理量を減らすことが可能で

あれば、さらに経費の削減は可能です。

本土壌消毒技術の今後の展開

エタノールは、土壌中では数日で分解消失し、環

境への負荷も小さく、また、ヒトに対する毒性デー

タも十分に得られており、安全性の高い技術です。

しかし、本土壌消毒技術には、技術的にも、法律・

制度的にも解決しなければならないことが多く残さ

れています。技術的には、処理するエタノール濃度・

処理量の最適化、処理方法の簡素化、防除・作用機

構の解明、適用を目的とする病害虫への効果、薬害

の確認、持続性の評価等があります。これらの課題

については、平成20年度から始まった「新たな農林

水産政策を推進する実用技術開発事業」に採択され

ましたので、この中で解決していきます。また、こ

れらの技術的課題が解決された際に、現行の法律・

制度のもとで使用できるよう、関係機関と相談を

行っているところです。

最後になりますが、本技術は、（独）農業環境技

術研究所、千葉県農林総合研究センター、日本アル

コール産業株式会社で取り組んだ成果です。

表　土壌病害虫防除効果と資材費用の比較

○：効果がある、△：やや効果がある、×：効果なし
*1　一部作物（品種）に限られる。また、全てに有効でない。
*2　原料アルコールの輸入価格（平成18年通関統計実績）、副生アルコールの利用によって資材費用の削減が可能
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地球温暖化が水稲栽培におよぼす影響を研究する
�2007年夏の記録的猛暑での水稲不稔率の考察から�

大気環境研究領域
長谷川 利拡　吉本 真由美　桑形 恒男　石郷岡 康史

農研機構・作物研究所　稲収量性チーム
近藤 始彦　石丸 努

2007 年の夏季異常高温下での水稲の稔実は？

今後予想される地球温暖化は水稲の生育、収量・

品質に大きな影響を及ぼすことが懸念されています。

特に、開花期頃の異常高温は、たとえ短時間でも受

精の失敗を通じて子実収量を激減させます。これま

で多くの室内実験から、水稲の開花時の温度が35℃

を超えると、受精障害により不稔籾（もみ）が多発

することが知られていますが、実際の水田における

発生実態については十分調査されてきませんでした。

昨年（2007年）8月、関東、東海地域は、熊谷、

多治見で観測史上最高の40.9℃を記録するなど、広

い範囲で異常高温に見舞われました。こうした異常

高温は、これまで顕在化していなかった高温不稔を

誘発しうる温度域であり、被害発生が懸念されると

ともに、温暖化が水稲に及ぼす影響を検証するため

にも、実態解明が望まれました。そこで、農業環境

技術研究所（農環研）と農業・食品産業技術総合研

究機構作物研究所（作物研）は、群馬県、埼玉県、

茨城県、岐阜県、愛知県の5県で、7月下旬から8月

下旬までに出穂した132水田を対象に不稔発生を調

査し、被害実態の解明を試みました。

高温の影響とみられる不稔を現場で確認

調査水田における気温を、近隣の気象官署、

AMeDAS観測地点の気象データから調べたところ、

出穂・開花日頃の最高気温が35℃を越えた水田は4

割以上を占めました。不稔率は、通常の条件では5％

程度のところ、10%を越えた水田が全体の2割程度

認められました（図1）。

農環研内の実験水田で、さまざまな時期に出穂・

開花した試験区を対象に不稔率を調査したところ、

比較的気温が低かった8月10日以前、および8月

20日に開花した区では、不稔率が10%以下であっ

たのに対し、最高気温38.6℃の猛暑を観測した8月

16日頃に開花した区では、20%を超える不稔率を

記録しました（図2）。ただし、猛暑日頃に開花した

区でも、窒素施肥量や品種によって、不稔率には10

〜 23%と極めて大きな違いが認められました。この

ことは、施肥や品種によって、影響を緩和できる可

能性を示すものです。

5県の調査地点の中から同じ品種の不稔率のみを

取り上げると、出穂・開花時期の温度が高くなるほ

ど不稔率は増加する傾向にありましたが、気温が

38℃に及んだ場合でも、不稔率が高くない地点もあ

りました（図3）。また、これまでの室内実験では、

開花期の温度が35℃以上になると不稔率が温度とと

もにほぼ直線的に増加し、40℃以上になるとほぼす

べての籾が不稔になることが示されていましたが、

昨夏に水田で観察された不稔率は、こうした室内実

験の温度反応から推定される値よりも小さい傾向に

ありました（図1、3）。

図１　�調査水田における出穂・開花時期（5日間）の最高気温
と不稔籾割合の頻度分布（関東、東海地域をあわせて表示）

図２　�農環研実験水田における最高気温と開花日ごとにみたイ
ネの不稔籾の割合
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地球温暖化が水稲栽培におよぼす影響を研究する�2007 年夏の記録的猛暑での水稲不稔率の考察から�

室内実験と実際の水田との違い

2007年の高温下の不稔率が、最高気温から予測

される不稔率を下回った要因の一つとして、感受器

官である穂の温度が気温とは異なった可能性が考え

られます。そこで、これまでに開発した穂温推定モ

デルを用いて、8月中旬の関東・東海地域における

穂温を推定したところ、水稲の開花時間帯（午前10

〜 12時頃）の穂温の地域分布は、日最高気温の分

布と必ずしも一致しないことがわかりました（図4）。

これは、開花時間帯の気温が日最高気温より低かっ

たことに加え、穂温には気温だけでなく日射、風速、

湿度といった気象要素も関連するからです。さらに、

穂温と不稔率との相関は、日最高気温と不稔率との

相関よりも高い傾向にありました。これらが最高気

温が高かった割に不稔の発生が少なかったことに関

係していると考えられます。さらに、地域全体では

出穂・開花の時期に高温に遭遇した水稲が少なかっ

たこともあり、作況に影響するような大きな被害は

認められませんでした。

高温不稔の発生予測と回避技術の開発にむけて

これまで、将来の温暖化影響は、気温の変化を基

に予測されてきましたが、本調査結果から、気温の

変化だけでは影響を正確に評価することができない

ことがわかりました。また、2007年の関東・東海

地域の事例では、気温が高くても穂温は必ずしも高

くないと推定されましたが、多湿や微風条件では、

気温以上に穂温が高くなることもあり得ます。した

がって、今後、さまざまな条件で穂温を推定し、不

稔発生リスクを評価する予定です。また、品種や施

肥といった管理条件が不稔発生に影響することがわ

かり、栽培手法によって高温による被害を軽減でき

る可能性も出てきました。これらのメカニズムを解

明することによって、高温障害軽減技術の開発に役

立てたいと考えています。

圃場選定や試料採取の調査にご協力いただいた群

馬県農業技術センター、埼玉県農林総合研究セン

ター、茨城県農業総合センター、愛知県農業総合試

験場、岐阜県農業技術センター、岐阜県農業技術セ

図３　�出穂・開花時期の最高気温と不稔籾割合の関係
　　　（�図１の調査水田のうちで、広域に栽培されていた品種の

一例。異なるシンボルは調査対象市町村の違いを示す）

図４　�2007年8月16 日の最高気温の分布（上）と穂温推定
モデルによる同日午前10〜12時（開花時間帯）の推
定穂温の分布（下）

ンター東濃地域土岐農業改良普及センターの関係各

位に厚く御礼申しあげます。また、緊急調査にも関

わらず、約70万籾の稔実調査とデータ解析に協力い

ただいた農環研と作物研の職員諸氏に謝意を表しま

す。

農環研ニュース
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研究トピックス

明治初期の関東地方の土地利用をインターネットで閲覧可能に
�歴史的農業環境閲覧システムの開発�

はじめに

かつての日本の農業は、周囲の自然環

境をさまざまな形で利用していました。

たとえば、森林を利用して薪や炭を作り、

ススキなどの草地からかやぶき屋根の材

料や、農作業に使う牛や馬の餌を得てい

ました。また、森林や草地から得られた

落ち葉や草は、肥料の重要な材料でした。

このように農村と深い関わりを持って管

理されていた農村周辺の森林や草地は里

地里山とも呼ばれ、さまざまな生物の生

息地としても重要な意味を持っていまし

た。現在、これらの里地里山の変化や減

少により、そこに棲んでいる生物の多様

性の減少が大きな問題となっています。

農環研ではこれまで、明治時代初期、

約120年前に作られた「迅速測図」とい

う地図を利用して、生物の生息に適した

場所がかつての農村の周辺にどれくらい

存在していたのか、どのように増減した

のかを研究してきました。この「迅速測

図」は演習などの軍事的目的のために日

本各地で作製されていますが、とくに関

東平野を対象に作製されたものは土地利用毎に色分

けされ、さらに土地利用の地目が書かれてますので、

明治時代の環境を復元するための貴重な資料として

利用されています（図1）。私たちは迅速測図が専門

的な研究のためだけではなく、NPOやNGOによる

里地里山の保全や管理活動の指針として、あるいは

身近な自然環境の変化を知るための基礎的資料とし

て、さまざまな場面で利用価値があるのではないか

と考えました。そこで、迅速測図をインターネット

上で閲覧、利用してもらうための「歴史的農業環境

閲覧システム」を開発・公開しました。

迅速測図のデジタル地図データ化

関東平野を対象に作られた迅速測図は紙に印刷さ

れており、全部で約900枚あります。当然、このま

まではインターネット上で利用することはできませ

ん。そこでまず、この地図をすべてスキャナーで読

み込み、デジタル化しました。次に、このデータを

つなぎ合わせて、一枚の大きな画像にしました。た

だし、この状態ではデジタル地図としては利用でき

ません。そのため、地理情報システム（GIS）とい

うソフトウェアを使ってこの画像に位置情報を与

え、デジタル地図として利用できるようにしました。

これによって、現在の道路などと自動的に重ね合わ

せて表示できるようになりました。

生態系計測研究領域　　岩崎亘典・デイビッド S. スプレイグ

図１　茨城県牛久市牛
久沼周辺の「迅速測
図」。名称は、迅速に
測量を行うという意味
の「迅速測圖法」に由
来する（国土地理院所
蔵、第一軍管地方二万
分一迅速測圖原圖より
作製）
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明治初期の関東地方の土地利用をインターネットで閲覧可能に�歴史的農業環境閲覧システムの開発�

歴史的農業環境閲覧システムの構築とその利用法
次の目標は、デジタル地図化した迅速測図を、特

殊なソフトウェアをなるべく使用しないで利用で
きるようにすることです。そこでまず、FireFox
やInternet Explorerなどのインターネットブラ
ウザを使って見ることのできるWebサイトを作製
しました。このサイトを利用するには、インター
ネットの検索サービスで「歴史的農業環境閲覧シス
テム」というキーワードで調べるか、http://habs.
dc.affrc.go.jp/にアクセスして下さい。すると、図
2のような画面が表示されます。ここで、左側の地
図上の地名か、右側の文字をクリックすると、その
場所を中心とした迅速測図が表示されます。図3は、
千葉県の柏市周辺を表示した例です。この画面では
昔の地図の上に、赤い線で現在の道路を、水色の線
で現在の河川や池、海と陸地との境界線を重ねて表
示しています。地図の凡例は、右側に表示されてい
る「歴史的農業環境閲覧システムFAQ」をクリック
すると見ることができます。また、地図の右上に
ある「＋」マークをクリックすると、表示される地
図を選択することが出来ます。ここで「土地利用図

（1997年）」をクリックすると、現在の土地利用図
が表示されます。地図の表示倍率や表示範囲は、左
側のナビゲーションバーやマウスを使って変えるこ
とができます。

また、このサイトの構築にあたっては、無料で利
用できるオープンソース・ソフトウェアを使用して
いるので、様々な用途での活用も可能です。

もう一つは、Google Earthというソフトウェア
を使って表示させる方法です。先ほどのページに

「Google Earth用KMZファイル」をダウンロード
するためのリンクがありますので、そちらをクリッ
クするとGoogle Earth上に迅速測図が表示されま
す。Google Earthには、限られた地域ではありま
すが、詳細な航空写真が整備されていますので、よ
り細かい土地利用との比較が可能になります。さら

に、迅速測図の透明度を変えることにより、過去と
現在の土地利用の比較が簡単にできます（図4）。

さて、今回の一連の作業では、迅速測図を一枚
の図に結合するときに地図と地図の間にずれが見
られる場合がありました。そのため、ブラウザや
Google Earth上に表示された今の位置と迅速測図
上での位置が、最大150m程度ずれる場合がありま
すので、ご注意下さい。

迅速測図から読み取れる農村の変化
迅速測図と現在の土地利用図を比べて見ると、現

在は、都市化しているところでも、多くの場所が水
田や畑、森林であったことが読み取れます。また、
印旛沼、手賀沼などの沼は、大規模に干拓されて水
田に変化したことがわかります。そして、上総台地
や稲敷台地、房総丘陵といった地域を中心に、「荒」、

「灌」、「草」といった文字が書かれた草地や低木地
が広がっていたことがわかります。しかし現在、広
い面積の草地や低木地は、日本国内を見渡してもき
わめて限られた場所にしか残存していません。この
ことは、明治時代以降の近代化の中で、農村と農村
周辺の環境が、急激に変わってきたことを示してい
ます。

ぜひこの地図を見て、120年前の関東平野がどの
ような環境であったのか、思いをはせていただきた
いと思います。

図２
歴史的農業環境
閲覧システムの
表示画面

図３
千葉県の
柏市周辺
の表示例

図４　Google Earthを用いた現在と過去の土地利用の比較
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報　告

平成19年度に係る評議会の開催

平成19年度に係る独立行政法人農業環境技術研究 からそれぞれ報告があり、内容に関する質疑と総合評

所評議会が3月19日に農環研において開催されまし 価の後、各評議員から講評をいただきました。主なも

た。評議員のメンバーは以下の通りです。 のは以下です。

木村眞人（名古屋大学大学院生命農学研究科教授）、 ●農環研にはアジア地域の農業環境研究の中核機関と

古在豊樹（千葉大学学長、欠席）、永田徹（前茨城大学 しての役割を期待する。

農学部教授）、藤原俊六郎（神奈川県農業技術センター ●時代が求める研究を促進することも大事だが、今ま

副所長）、松永和紀（サイエンスライター）、山崎洋子 での研究蓄積の中からその時代にあった成果を選ん

（NPO田舎のヒロインわくわくネットワーク理事長）、 でPRすることも重要である。

大塚柳太郎（国立環境研究所理事長）、堀江武（農業・ ●基礎研究だけでなく、現場への普及活動にも重点を

食品産業技術総合研究機構理事長、書面参加）、鈴木和 おく必要がある。

夫（森林総合研究所理事長）、秋山敏男（水産総合研究

センター瀬戸内海区水産研究所長）、西郷正道（農林水

産省大臣官房環境バイオマス政策課長、欠席）

農環研理事長挨拶の後、前回評議会における指摘事

項とその対応および平成19年度の農環研業務実績に

ついて、研究統括主幹と課題担当研究コーディネータ

NIAES トピックス

生態系計測研究会　「農業と生態系をとらえる空間情報解析技術
報　告

　―リモートセンシング・GISの農業・環境問題への実践的利用―」

（企画戦略室長　安田 耕司） 

農環研では、農業生態系の機能の解明を支える基

盤的研究として、リモートセンシングやGIS（地理情

報システム）を利用した空間情報解析技術の開発を

行っています。近年、これらの空間情報解析技術は急

速に発展し、実践的な利用への期待が高まっています。

リモートセンシングでは、空間、時間、波長の3つの

分解能が大きく向上し、観測対象が拡大するとともに、

国産衛星「だいち」の打ち上げなどにより価格面にお

いても利用の可能性が広がっています。また、GIS技

術についても、ソフトウェアの高性能化、オープンソー

スGISソフトウェアの公開、GPS（全地球測位シス

テム）との連携などにより、現場での利用が広まって

います。そこで、農業・環境分野におけるリモート

センシングやGISの実践的利用をテーマに5月30日、

研究会を開催しました。参加者は、企業、行政部局、

大学、公立・独法研究機関などから143名でした。

秋山侃教授（岐阜大学）の基調講演「農業生態系研

究におけるGIS・リモートセンシング利用の概論」で

は、環境・生態系に関する諸問題が取り上げられ、そ

れらの問題に対するリモートセンシング・GIS技術の

研究方向が紹介されました。舘健一郎氏（農林水産

省）の特別講演「農業・農村分野におけるGISの取組み」

では、政府と農林水産省で進めているGISへの取組み

を初めとして、農業・農村分野における多くの活用事

例が紹介されました。さらに、当研究所で行った研究

の中から、「高頻度観測衛星を利用した作物フェノロ

ジーの推定」、「作物栽培面積推定と環境影響評価」、「無

線通信を利用した獣害監視システム」、「コスト距離を

利用した野生生物の移動評価」、「産地戦略・生態系保

全への応用」、「栽培暦Webデータベース」など最新

の成果を紹介しました。

（生態系計測研究領域長　三輪 哲久）

農環研ニュース
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報　告

第30回農業環境シンポジウム
「温室効果ガス排出をどう削減できるのか―農林水産分野における
地球温暖化防止対策―」

平成20年5月14日（水）、第30回農業環境シン

ポジウムを「温室効果ガス排出をどう削減できるの

か―農林水産分野における地球温暖化防止対策―」

というテーマで、東京の新宿明治安田生命ホールに

おいて開催しました。昨年、気候変動に関する政府

間パネル（IPCC）の第4次報告書が公表され、人

間活動による温室効果ガスの増加によって、地球温

暖化が確実に起こっていることが報告されました。

そして、本年度から温室効果ガス排出の削減をめざ

す京都議定書の第1約束期間がスタートしました。

わが国は、この期間に排出量を1990年度に対して

6％削減することになっていますが、2006年の時点

で、逆に6.4％増加しています。このような背景の

もと、上記シンポジウムでは、農林水産分野におい

てどのような対策が考えられるのかを広く一般の方

にも理解していただくことを目指しました。そして、

一般の方を含め行政部局、民間企業、大学、公立場所、

他の研究機関など所外から294名、所内から34名、

計328名の参加を得ました。

シンポジウムの冒頭、佐藤理事長の挨拶に続いて、

北海道大学の波多野隆介教授より「温暖化緩和に対

して農林業へ期待するもの」というテーマで基調講

演をいただきました。個別の講演では、まず森林総

合研究所の石塚森吉研究コーディネータから、森林

部門における炭素循環、京都議定書における二酸化

炭素吸収量の算定方法および森林の炭素吸収能増加

に向けた取り組みについて報告されました。次に、

農業部門について農業環境インベントリーセンター

の白戸康人主任研究員から、農耕地土壌の炭素蓄積

能が植生や大気と比較して大きい一方、そのために

は適切な有機物の施用が大切であること、物質循環

研究領域の八木一行上席研究員から、農耕地から発

生する二酸化炭素、メタン、亜酸化窒素を抑制する

ための有機物管理、水管理、施肥管理などの有効な

技術について、具体的な試験結果をもとに示されま

した。また、畜産部門については、畜産草地研究所

の長田隆主任研究員から、家畜の消化管内発酵や排

泄物から発生するメタンおよび亜酸化窒素の最新の

抑制策が紹介され、排泄物処理過程での亜酸化窒素

の削減が容易でないことが述べられました。最後に、

温暖化の主要因となっている化石エネルギーの代替

として期待されるバイオマスエネルギーについて、

その種類、変換方法および効率などの観点から、農

研機構の片山秀策バイオマス研究センター長から報

告されました。

これらの発表に対して、森林下での土壌蓄積、農

耕地での有機物施用による炭素蓄積と温室効果ガス

発生とのトレードオフ、化学肥料使用の影響、農業

分野の排出権取引参入への可能性などについて会場

との質疑が交わされました。また、いずれの課題も、

技術の導入においては今後LCA評価を通した検討

が欠かせないことが指摘されました。

参加者にアンケートを依頼したところ、141名の

方から回答が得られ、「内容が充実していた」、「素

人にもわかりやすかった」など好意的な意見が多く

ありました。昨年12月に開催した温暖化適応策の

シンポジウムとともに、地球温暖化に対する興味と

理解が少しでも高まったことを、主催者として期待

しています。

基調講演をする波多野北海道大学教授

（研究コーディネータ　今川 俊明）

農環研ニュース

10 



NIAES トピックス

第 31回農業環境シンポジウム
「穀物の争奪戦が食卓を襲う ―世界の穀物と環境問題―」

報　告

世界的な穀物価格の高騰が注目を集める中で、農環
研名誉顧問であるレスター・ブラウン氏（米国アース・
ポリシー研究所所長）をお招きし、平成20年6月5日、
大手町サンケイプラザにて第31回農業環境シンポジ
ウムを開催しました。当日は最初に佐藤理事長から開
催挨拶と趣旨説明があり、続いてレスター・ブラウン
博士が「フードセキュリティを確立するプランB3.0」
というテーマで基調講演を行いました。

レスター・ブラウン博士の講演
昨年夏、ヒマラヤ、チベットなどの氷河が融け始め

ました。これらの氷河はアジアの穀倉地帯を潤すガン
ジス川や揚子江などの水源であり、このままでは乾期
の水不足により穀物収量が大幅に減少する危険性があ
ります。ヒマラヤの氷河の融解は食料生産に対する地
球温暖化の深刻な影響を示す象徴的な出来事です。世
界は今、慢性的な食料不足の傾向にあり、穀物の供給
が需要に追いつかなくなっています。人口の増加や肉
食の拡大、バイオ燃料の利用などにより需要が増大す
る一方、水不足や土壌侵食、気候変動、温暖化などの
ため、食料の増産は容易ではありません。打開策とし
て、2020年までにCO2を80％削減するとともに貧困
を撲滅して人口を安定化し、生態系を保全する方策が
必要です。また、そのためには経済の仕組みを、これ
までの化石燃料を中心としたものから、風力、地熱な
どの再生可能エネルギーをベースとしたものにシフト
する必要があります。

パネルディスカッション
阮蔚氏（リャン・ウェイ、農林中金総合研究所）と

山田祐彰氏（東京農工大学）をパネリストに迎え、当
所の新藤純子上席研究員をコーディネータに、パネル
ディスカッションが行われました。この中で阮氏は、
近年の中国における穀物生産の動向について紹介し、
コメ、コムギ、トウモロコシは自給自足できるよう
になったが、ダイズは1996年の輸入自由化以降、輸
入量が大幅に増大しており、近い将来にはトウモロコ
シも輸入するようになるかもしれないと指摘されまし
た。山田氏は、農業大国としてブラジルが注目を集め
つつある実態とセラードやアマゾンの開発との関係に
ついて紹介されました。

今後の作物生産増大の可能性について、中国では
トウモロコシに生産性向上の余地があること、穀物価
格の高値安定は中国国内の作付けインセンティブとし
て働く可能性があるとの指摘があり、ブラジルでは、
5000万ヘクタールのセラードの開発とこれまでに開
発したアマゾンの再利用により、今後必要な生産量を
まかなえるが、実際にはアマゾン地域の新たな乱開発
が問題となっている実態などが紹介されました。また、
アフリカや東南アジアでは、新たな生産技術があって
も水不足が生産の大きな制限要因となっており、さら
に中国では深刻な水不足の他、地下水汚染なども大き
な問題となっていることが指摘されました。世界の食
糧生産における日本の役割については、コメの自給体
制の確立や日本の優れた農業技術の提供による途上国
支援などへの期待がレスター・ブラウン博士から表明
され、最後に宮下理事の挨拶でシンポジウムは終了し
ました。

なお、シンポジウムで用いられた図表を、農業環境
技術研究所のホームページに掲載してあります。是非
ご覧下さい。

http://www.niaes.affrc.go.jp/magazine/099/ 
mgzn09902.html 

（企画戦略室長　安田 耕司）
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IPCCからノーベル平和賞受賞への貢献に対する感謝状を授与
2007年のノーベル平和賞に、IPCC（気候変動に

関する政府間パネル）のこれまでの活動が「地球温暖

化と人類の活動の因果関係を広く知らしめた」ことを

評価され、アル・ゴア氏（前アメリカ合衆国副大統領）

とともに選ばれました。

IPCCは、UNEP（国連環境計画）とWMO（世界

気象機関）とが協力して1988年に設立され、世界

130 ヶ国から約3,000名の科学者が参画する組織で

す。1990年の第1次評価報告書の公表以来、科学的

NIAES トピックス

根拠に基づく地球温暖化とその影響の予測、適応策や

緩和策を提示してきました。2007年の第4次報告書

では、気候システムの温暖化はもはや疑う余地がなく、

世界中の自然と社会に影響を与えていること、温室効

果ガス排出が今後も増加するとさらに大規模な温暖

化が予測されることなどを報告しています。また、こ

れらの評価報告書だけでなく、二酸化炭素回収・貯留

技術などについて記載した特別報告書や温室効果ガ

スの排出・吸収量の算定方法を集録したグッド・プラ

クティス・ガイダンスなどの方法論報告書があります。

2008年4月、これまでのIPCCの報告書作成にか

かわった日本人研究者に、IPCCからノーベル賞受賞

への貢献に対する感謝状が贈られました。農業環境技

術研究所では、陽捷行（前理事長）、鶴田治雄（元温

室効果ガスチーム長）、八木一行（物質循環研究領域

上席研究員）の3人にこの感謝状が授与されました。

陽前理事長はIPCC発足当時からのメンバーで、第1

次、第2次評価報告書の執筆者として、鶴田元チーム

長はグッド・プラクティス・ガイダンスの執筆者とし

て、八木上席研究員はグッド・プラクティス・ガイダ

ンスと温室効果ガスインベントリーのガイドライン

の執筆者としての貢献が評価されたものです。

農環研では、今後も地球温暖化のモニタリング、

農業環境への影響評価や地球温暖化の緩和策策定の

ための研究を積み重ね、IPCCを始めとする国内外の

機関・農業者に貢献していきます。

（研究コーディネータ　谷山 一郎）

報　告

平成20年度農業環境技術研究所一般公開
〜未来につなげよう安全な農業と環境〜

科学技術週間に伴って毎年4月に実施している研究
所一般公開を、筑波農林研究団地の農水省関連機関と
ともに18 〜 19日に開催しました。

18日（金曜日）は例年どおり研究所を会場に企画
展示とミニ講演を、19日（土曜日）は、筑波農林団
地内にある「つくばリサーチギャラリー」の農環研ブー
スで企画展示とクイズを行いました。

また、2日とも、農環研が開発した「歴史的農業環
境閲覧システム」（詳細は本号の研究トピック7ペー
ジ参照）のデモンストレーションを行いました。

18日は、あいにくの荒天でしたが、約600人の方
が来訪されました（表紙写真）。今年も体験や実物を
見ることができるよう企画しましたので、熱心に質問
したり、体験コーナーに参加する来訪者の姿がありま
した。

19日のつくばリサーチギャラリーでは、最新トピッ
ク紹介とともに行った「農業環境ものしりクイズ」に
400名の方が参加し、農環研の研究に理解を深めてい
ただくことができました。

（広報情報室広報グループ）

印刷　（株）高山
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